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1. はじめに 
 

中国をはじめとするアジア諸国の急激な経済成長や，国

際分業の進展，経済のグローバル化などを背景として，近

年の国際海上コンテナ貨物輸送を取り巻く環境は大きく

様変わりしている． 

たとえば，2000年以降2007年までのコンテナ貨物取扱量

の伸びを見てみると，全世界では 2000年の約2億2500万

TEUから，2007年の4億8000万TEUと2倍以上，年率では10%

以上の大きな伸びとなっているが，そのなかでも中国の港

湾のコンテナ貨物取扱量は2000年の3500万TEUが2007年に

は1億2800万TEUと3倍以上の取扱となり，年平均の伸び率

は世界平均の倍近い約20%となっている1)． 

貿易統計によると，我が国の2008年における海上コンテ

ナの貿易相手国の輸出入額の上位10ヵ国のうち，アジア諸

国が7ヵ国を占め，輸出におけるアジア諸国のシェアは，

約47%，輸入では，約60%以上のシェアとなっている．中で

も最大の中国は1国で輸出約20%，輸入約43%の貿易額を占

めるまでになっている．一方で，2000年代前半まで日本の

最大の貿易相手国であったアメリカ合衆国の2008年の海

上コンテナ貨物の輸出入額シェアは約14%となっており，

シェア30%の中国の半分以下で，輸出入別でも輸出約17%，

輸入約10%といずれも中国に及ばない2)． 

このような情勢を反映して，中国航路の新規開設や便数

の増加などにより，近年のコンテナ輸送ルートに大きな変

化をもたらしている． 

また，国内物流においても，高速道路の低料金化などに

よる物流経路の変化，スーパー中枢港湾施策の一層の進展

がコンテナ物流に大きな影響を与える可能性が高い． 

今後，港湾整備を効率的に進めるためには，上記のよう

な種々の状況を考慮した貨物輸送ルートの選択行動を反

映したモデルにより，港湾取扱貨物量を予測することが必

要である． 

本分析では，まず2章において，今回コンテナ貨物のル

ート選択モデルとして用いた犠牲量モデルの概要及び犠

牲量モデルにおいて貨物のルート選択の際，重要な要素と

なる時間価値の考え方について説明する．次に3章におい

て，時間価値分布の予測の際のコンテナ貨物の選択ルート

の実績値として用いた「全国輸出入コンテナ貨物流動調

査」3)（以下，「コンテナ貨物流動調査」という．）の概

要及び犠牲量モデルにおけるルート毎の費用と時間の関

数である犠牲量を設定する際に使用した航路便数や港湾

間距離，陸上や海上の輸送費用や時間などの設定に用いた

データについての概要を説明する．続く4章では，実際に

上記データを用いて行ったアジア貨物及び北米・欧州等の

欧米貨物の2地域のコンテナ貨物の時間価値分布の計算結

果を示すとともに，その結果の検討を行う． 

 

2. 犠牲量モデル 

 

本章では，人や貨物の経路選択において重要な要素とな

る時間価値の考え方及び今回用いた時間価値を基礎とし

た犠牲量モデルの概要について説明する． 

 

2.1 時間価値について 

(1)交通計画における時間価値  

交通計画の分野において，時間価値は最も重要かつ基礎

的な概念のひとつとして位置づけられている．時間価値は

交通計画の様々な場面で利用されるが，代表的なものとし

ては，道路や港湾などの社会資本整備の際の時間短縮便益

推定のための手段として用いられる場合や人や物が移動，

輸送される際の行動モデルの説明変数として用いられる

場合などがある． 

社会資本整備の便益算定にあたっては，費用そのものの

低減による便益だけでなく，時間の短縮による便益が重要

な位置付けとなっている．時間の短縮も含めた社会資本整

備の経済的評価においては，時間を貨幣換算する必要があ

り，この際に時間価値の概念が必要となる．時間の短縮が

貨幣に換算できるということは，その短縮された時間が別

の新たな価値の創出に利用できるということであり，社会

資本の整備によりその新たな価値創出の機会である時間

短縮を実現したということになる． 

また，人や物が移動，輸送ルートを選択する際の大きな

判断要素として，運賃など実際にかかる費用とともに，目

的地に到達する時間をできるだけ短くすることも重要な

要素である．移動・輸送モデルには，この重要なルート選

択要素の一つである時間価値を推計するモデルもあり，そ

の推計にあたっては，個々の人や物の移動・輸送の経路選

択の際の意思決定の集積である実際の移動・輸送現象をで

きるだけ高い精度で再現できる説明変数としての時間価

値分布を求めることが重要となる4)． 

(2)時間価値推計の手法 

時間価値の推計に関する分析・研究は，主に人流に対し

て行われ，所得接近法や選好接近法などの手法により行わ

れたものが多い5)．所得接近法とは，節約される時間を所

得機会に充てた場合に得られる所得の増加分により時間

価値を推計するものであり，時間価値は単位時間あたりの

労働賃金で表現される．選好接近法は料金接近法とも呼ば

れ，時間の節約をするにあたり，犠牲にしても良い金額と

時間との関係を現実の交通データから分析し，時間価値を
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推計する方法である． 

貨物の時間価値推計においては，人流分野における推計

方法のような代表的と言える手法は見当たらないが，輸送

中の貨物の時間経過による金利を利用して時間価値を算

出する機会費用法などが研究されている．この手法では，

品目によって時間経過による価値の低下率が大きく異な

ることや多種多様な品目の価格についてのデータ入手の

困難性などにより高精度の時間価値を推計するのは難し

い． 

今回のコンテナ貨物の時間価値推計にあたっては，これ

らの状況を踏まえ，人の経路選択行動に基づく推計方法に

近い考え方を採り，犠牲量モデルにより時間価値分布の推

計を行った． 

 

2.2 犠牲量モデルの概要 

(1)犠牲量モデルの概念 

 犠牲量モデルは一言で言えば，輸送ルート選択にあたり，

選択者は時間と費用から構成されるルート毎の犠牲量が

最も小さくなるルートを選択するというものである．ここ

で犠牲量は以下の式で表現され，ルートｒの総犠牲量Ｓｒ

は時間Ｔｒと時間価値αの積にルート毎に要する費用Ｃ

ｒを足したものとなる． 

 

α⋅+= TrCrSr           (1) 

 

Ｓｒ：犠牲量，Ｃｒ：費用，α：時間価値，Ｔｒ：時間 

 

犠牲量を用いたルート選択の考え方を図にあらわした

ものが図-1である． 

 

総犠牲量Ｓ

C3

C2

C1

S1=C1+αT1
S2=C2+αT2

S3=C3+αT3

α12=(C2-C1)/(T1-T2)
α23=(C3-C2)/(T2-T3)

時間価値α
α12 α23

P1 P2
時間価値の分布曲線

P３
確率密度Ｐ

※添え字１，２，３・・・　：ルート  

図-1 犠牲量モデル概念図 

 

 ここで，縦軸は総犠牲量，横軸は時間価値であり，3本

の直線はルートの犠牲量であり，その総犠牲量がそれぞれ

Ｓ1，Ｓ2，Ｓ3で表わされる． 

貨物の時間価値によって総犠牲量が最小になるルート

が異なり，ルート 1 とルート 2 の交点をα12，ルート 2

とルート 3 の交点をα23 とすると，時間価値 0 からα12

まではルート 1，時間価値α12 からα23 まではルート 2，

α23 より時間価値の大きいところではルート 3 の経路が

犠牲量が最も小さいルートとなり，貨物は時間価値によっ

てそれぞれのルートを経由することとなる．（図-1 にお

いて直線のそれぞれ最小値をとる線分．） 

ルートの総犠牲量Ｓはルート毎の陸上・海上輸送の距離

や輸送形態，航路便数などから要する費用，時間を算出し，

設定することとなり，直線の交点からルートが変わる境界

となる時間価値を求めることができる． 

一方で，各ルートの選択確率は図-1 のＰ1，Ｐ2，Ｐ3

で表わされ，この選択確率は各ルートの貨物量の比で表わ

される．発地Ａから着地Ｂまでのルートが 3つあると仮定

し，ルート 1，ルート 2，ルート 3それぞれの貨物の全体

に占める割合が 0.3,0.4,0.3 であるとするとＰ1=0.3,Ｐ

2=0.4，Ｐ3=0.3 となる．ルート毎の貨物量はコンテナ貨

物流動調査の実績値から分かっているので，各ルートの犠

牲量から求められた境界時間価値αと貨物量の比から算

出されたルート毎の選択確率を比較し，実際の貨物比率を

よりよく再現できる時間価値の分布を推計することとな

る． 

(2)時間価値推計方法 

まず，時間価値の分布形については，コンテナ貨物の時

間価値を推計した樋口ら 5)及び都市交通の時間価値分布

の分析を行った青山ら 4)の見解を参考にした．樋口らは，

正規分布を用いたコンテナ貨物の時間価値分布の推計精

度は対数正規分布を用いたものより適合度が悪かったと

の分析結果を報告している．また，青山らは，都市交通に

おける時間価値分布の確率密度関数として正規分布，対数

正規分布のいずれを採用するかについては，「都市間交通

に関しては，正規分布は適用できなかった」と報告してい

ることなどから，今回の分析は時間価値の分布形として対

数正規分布を用いることとした． 

時間価値を推計する具体的な推計手順は以下のとおり． 

まず，xの対数をとった ln(x)が正規分布に従う分布を

対数正規分布と呼び，対数正規分布の確率密度関数ｆ(x)

は式(2)のとおり． 
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μ，σはそれぞれ正規分布の平均，標準偏差 
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ここで確率 xまでの累積密度関数をＰとすると， 

dxxfxXP
x
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（Φは標準正規累積分布関数） 

 

式(4)の逆関数をとると以下の式(5)が導かれ，貨物の比

率である確率Ｐが分かればその標準正規累積分布関数の

逆関数値が時間価値xの対数値ln(x)と比例関係となるた

め，それぞれの値を直線回帰してやることで，μ，σのパ

ラメーターを求めることができることとなる． 

( )( )
σ

µ−
=≤− xxXP ln1Φ             (5) 

式(5)の左辺のＰについては，各県別のコンテナ貨物の

ルート別の貨物量の比がコンテナ貨物流動調査より算出

されるので，上述のとおりその標準正規累積分布関数の逆

関数をとることで求められる．一方，右辺の ln(x)につい

ては，設定されたルートの最も小さい犠牲量に関わる交点

（境界時間価値）を計算し，その対数をとることにより算

出される（図-2）． 

 

( )( )
σ

μ

σ

lnx
xXPΦ 1 −=≤−

ルートの選択確率
（コンテナ流調から算出）
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Φ‐1 σ
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図-2 パラメーターの推計 

 

この両者から最も貨物のルート選択の実績の再現性が

良くなるように最小二乗法によりパラメーターを算出す

ることとなる． 

なお，時間価値の代表値算出の際には，他の値と大きく

乖離した値の影響を小さくできることから，今回は時間価

値の代表値として対数正規分布の中央値（式(6)）を用い

て算出することとした．  

)exp(µα =                  (6) 

 

3. 分析に用いたデータ・設定の概要 

 

本章では，今回の分析においてルート毎の貨物量実績値

の算定に用いた，平成 20 年のコンテナ貨物流動調査や犠

牲量の設定の際に用いた陸上・海上輸送，港湾内やトラン

シップなどの所要時間や費用算出に用いた各種データに

ついて概要を説明する． 

 

3.1 全国輸出入コンテナ貨物流動調査の概要 

全国輸出入コンテナ貨物流動調査は，我が国の国際海上

コンテナ貨物の流動実態を把握し，効率的な国際海上コン

テナ輸送体制を確立するための基礎資料を得ることを目

的として，国土交通省が主体となって実施している調査で

ある．昭和45年以降，およそ5年毎に調査が実施され，最

新のデータは平成20年に調査されたデータであり，今回の

分析ではその最新データを用いてルート毎の実績値から

貨物量の比率を算出した． 

調査対象貨物は，その期間中に全国の税関において輸出

入申告された海上コンテナ貨物である．ただし，少額貨物

（1品目20万円以下），軍関係貨物，コンテナ本体及びそ

の付属品等の貨物は調査の対象から除外されている．  

調査項目は，コンテナ貨物の流動状況，利用港湾やルー

トなどが把握できるように，生産地・消費地の市町村，コ

ンテナ詰め場所・取出場所，船積港・船卸港，仕向港・仕

出港，仕向国・仕出（原産）国などが設定されているほか，

輸送した貨物の貨物量（フレートトン），品目，申告価格

（円），国内での輸送手段などの項目が設定されている．  

コンテナ貨物流動調査で把握できるルートの情報を大

まかに示すと，輸出，輸入のそれぞれについて，以下のと

おりとなる（図-3）． 

 

・輸出コンテナ貨物 

国内生産地→コンテナ詰め場所→（輸送機関）→国内船

積港→海外仕向港→最終船卸港→仕向国 

・輸入コンテナ貨物 

仕出（原産）国→最初船積港→海外仕出港→国内船卸港

→（輸送機関）→コンテナ取出場所→国内消費地 
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（最終船卸港）

大連港

（船積港）

　東京港

盛岡市

仙台港

（仕向国）

中国

（仕向港
　・最終船卸港）
　　　　上海港

（最終船卸港）
廈門港

香港港

（仕向港）
釜山港

（船積港）
新潟港

 

図-3  輸出コンテナの調査対象経路（イメージ） 

 

3.2 時間・費用算出の基データ，地域設定などの概要 

本節では，各ルートの犠牲量の設定の際の基礎情報とな

る費用，時間の設定に用いた各種データの概要及び分析の

対象とした地域の設定等について説明する． 

 

(1)経由する港湾，分析地域等の設定 

 以下では，貨物のルート設定の際に必要となる貨物が発

地から着地まで運ばれる間に経由することとなる国内港

湾，トランシップされる海外港湾，今回の分析の対象とし

た貨物の輸出入相手地域の設定や考え方について説明す

る． 

 

a)国内の代表港の設定 

貨物は各県から国内のいずれかの港を経由して，目的地

に運ばれることとなる．この際，実際に経由する国内の港

湾は国際海上コンテナを取扱うすべての港湾であるが，本

分析では，東京湾，伊勢湾，大阪湾，北部九州の 4地域及

び地域のコンテナ輸送を担い，長距離基幹航路の航路実現

性を有する位置づけとなっている中核国際港湾 8港，そし

てこれらの港湾が存在しない都道府県に各 1 港の合計 35

港配置することとした（図-4）．各県の代表港の設定にお

いては，各県消費生産のコンテナ貨物の実際のルート距離

の誤差をできるだけ小さくするため，①コンテナ貨物の取

扱量の多い港湾，②県内各地域からの距離に大きな偏りが

生じない港湾（県内の中心に近い港湾）の 2つの要素を考

慮して設定している． 

 

中核国際港湾（８港）

中枢国際港湾（４港）

その他の港湾（２３港）
八戸港

苫小牧港

大船渡港

仙台塩釜港

小名浜港

茨城港東京湾

清水港

伊勢湾大阪湾

北部九州

和歌山下津港

秋田港

酒田港

新潟港
伏木富山港

金沢港

敦賀港

舞鶴港

境港

浜田港

水島港
広島港

徳山下松港

高松港今治港

高知港

徳島小松島港

伊万里港

長崎港

熊本港

大分港

細島港

志布志港
那覇港

 

図-4 国内の経由港湾設定 

 

b)分析地域の設定 

 今回の分析を行ったコンテナ輸出入相手地域は，大きく

分けて2地域であり，アジア地域，北米・欧州地域とした．

（以下における「アジア航路」の貨物，「基幹航路」の貨

物は，それぞれこれら2地域が輸出入相手である貨物を言

う．）この2地域を選定した理由は，①2地域で我が国の海

上コンテナ貿易額の7割以上をカバーしており，分析のニ

ーズが高いこと，②アジア地域は日本全国多数の港湾に航

路がある一方，北米・欧州地域は長距離で大型コンテナ船

の就航が多く，航路が比較的大きな港湾に集約されている

など特徴的な差異があること，③従来の時間価値推計の分

析結果との比較検討ができることなどである． 

筆者らが，過去に行ったコンテナ貨物流動調査の貨物量

シェアの推移の分析6)においても，上記2地域の重要性の

高さが分かる（図-5）．輸出については，平成10年には，

アジア関連（グラフでは近海及び東南アジア）の貨物量が

やや多いもののいずれも4割程度で，両地域合わせて85%

程度であった貨物は，平成20年には，アジア関連が約7割，

基幹航路関連の北米・欧州を合わせて2割となるなど両地

域のシェアバランスは変わったものの，シェアは約92%と

なっている． 

輸入についても両地域の貨物量が多いことは同様であ

るが，輸入の場合はさらにシェアが大きくなり，平成10

年にはアジア関連貨物がおよそ6割，北米・欧州関連の貨

物はおよそ3割と合わせて約92%であったが，平成20年には，

アジア関連貨物が8割，北米・欧州関連が約15%で96%以上

のシェアを占めるまでになっている．今回の時間価値算出

の際の対象国とは，多少異なるものの，我が国のコンテナ

貨物のうち両地域関連の貨物が占める割合は非常に高く，

特にアジア地域の重要性がより高まっていることがこの

データからも確認することができる． 

さらに各航路の詳細の対象国の設定については次章で

触れる． 
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また，時間価値の推計では，地域別でなく，品目別に推

計することも考えられるが，樋口ら5)によれば，品目内で

の時間価値のばらつきなどにより，品目と時間価値に相関

がみられないものが多かったとの報告があること，就航船

舶の船型などはアジアと欧米で違うこと，施設計画等の実

務での予測もアジア貨物や欧米貨物などに分けて行われ

ることが多いことから，今回はアジア，欧米別の時間価値

の試算を行うこととした． 

近海（中国）

(18.3)

近海（中国）

(29.7)

近海（中国）

(30.0)

近海（その他）

(12.9)

近海（その他）

(19.4)

近海（その他）

(19.0)

東南アジア

(14.8)

東南アジア

(15.9)

東南アジア
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欧州
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欧州

(8.6)

欧州
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北米
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北米
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北米

(14.1)

その他

(15.0)

その他

(8.3)

その他

(8.1)
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平成10年

5,221千ﾄﾝ

平成15年

6,164千ﾄﾝ

平成20年

5,067千ﾄﾝ

（輸出）

 

近海（中国）

(30.2)

近海（中国）

(44.7)

近海（中国）

(50.6)

近海（その他）

(14.9)

近海（その他）

(17.8)

近海（その他）

(15.2)

東南アジア

(17.7)

東南アジア

(13.8)

東南アジア

(15.5)

欧州

(8.0)

欧州

(6.6)

欧州

(5.8)

北米

(20.7)

北米

(12.7)

北米

(9.5)

その他

(8.6)

その他

(4.3)

その他

(3.4)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成10年

5,374千ﾄﾝ

平成15年
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平成20年

8,276千ﾄﾝ

（輸入）

 

図-5 航路別の我が国の輸出入コンテナ貨物量

シェア 

 

c)海外のトランシップ港の設定 

今回の分析の対象地域である北米・欧州地域との航路で

ある基幹航路の貨物は，航路集約が進んでおり，コンテナ

船が就航している港湾が少ないことや，船舶の大型化が進

んでおり，国内では便数が限られることなどから，アジア

諸港でトランシップされる貨物も少なからず存在する．こ

のため，基幹航路の貨物の分析においては，トランシップ

の貨物量が多く，それぞれが距離的に離れており，犠牲量

に一定の差が生じると思われる釜山港，香港港，高雄港，

シンガポール港をトランシップの代表港に設定し，分析対

象ルートに加えることとした（図-6）． 

陸上輸送
内航フィーダー
海外フィーダー
本船航路

北米

生産地

地方港湾

中核国際港湾

中枢国際港湾

トランシップ港

釜山，香港，高雄
シンガポール

 

図-6 北米輸出の場合の輸送ルートイメージ 

(2)時間．費用等犠牲量の設定に用いた各種データ 

 犠牲量は前章で説明のとおり，時間（Ｔ）と費用（Ｃ）

の関数であり，ルート毎にそれぞれ要する時間と費用を設

定する必要がある．今回はそれらの設定を図-7，表-1，

のとおり行った．図-7において①ダイレクト輸送は，内

航フィーダーや海外でのトランシップなしで日本国内か

ら直接対象地域に輸送される貨物，②海外フィーダー貨物

はアジアの主要4港（前述）のトランシップ港を経由する

貨物，③内航フィーダー貨物は国内の中核・中枢国際港湾

にフィーダー輸送され，対象地域に輸送される貨物である． 

 

a)時間の設定 

 時間は大きく分けて，①陸上輸送時間，②海上輸送時間，

③港湾における諸時間，④船舶の待ち時間である．まず①

陸上輸送時間については，国土交通省が構築したシステム

である総合交通分析システム NITAS を利用し，各都道府県

の県庁所在地を各県の代表地点とし，そこから前述の代表

港までの距離を算出した上で，その距離を一般道

34.3km/h，高速道 74.5km/h の速度 7)で除して算出した．

②海上輸送時間については設定した国内の代表港から行

先の港湾までの（内航フィーダーであれば国内の輸送先の

港，海外フィーダーもしくはダイレクトであれば海外のト

ランシップ港または代表港までの）距離を算定８) し，そ

れぞれの航路の代表的な船舶（アジアは地域によって

1000TEU 及び 500TEU の船舶，北米・欧州地域はそれぞれ

4000TEU,6000TEU 船舶，内航フィーダー船は 1000DWT のコ

ンテナ船）の速度で除して算出した． 

③港湾における諸時間の内訳は，通関時間，本船荷役時

間，フィーダー輸送の際の積卸時間等である．通関時間に

ついては財務省関税局が定期的にコンテナ貨物について

入港から搬入，申告，通関終了までの所要時間の調査を行

っており，その調査結果9)を参考に輸出入ともにおおむね

2日程度として，48時間を設定した．また，内航フィーダ

ー輸送の港湾諸時間については，参考文献7)を基に，フェ

リーとRORO船・コンテナ船の貨物積卸時間の平均をとって

1.5時間を設定，海外フィーダーの場合はトランシップに

要する総時間として，24時間を設定した． 

 ④の船舶の待ち時間については，内航フィーダー，海外

フィーダー，本船ともにそれぞれの港湾の航路便数を求め

10) 11)以下の式により平均待ち時間を算出した． 

2
1

(
247

×
×

=
便／週）航路便数

待ち時間
hrday       (6) 

 

b)費用の設定 

 費用は大きくは，①陸上輸送費用，②海上輸送費用，③
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港湾諸費用に分けられる．①陸上輸送費用については，陸

上輸送時間の場合と同様にNITASで算出した距離を，一般

道及び高速道路のそれぞれの利用率に従って費用を算出

した．高速道路利用率については，2005年の全国貨物純流

動調査の輸出コンテナの規格別高速道路状況12)を参考に

設定した．②海上輸送費用については，時間設定の場合と

同様に主要港湾間距離を設定し，アジアは地域によって

500TEU,1,000TEUのコンテナ船の輸送費用により，北米・

欧州については，それぞれ4,000TEU,6,000TEUのコンテナ

船の輸送費用7)により算出した．また，内航フィーダーに

ついても，1,000DWTのコンテナ船の輸送費用を用いた．③

港湾諸費用は，細分化すると，入港料，トン税，パイロッ

ト料，タグボート料，荷役料など様々な料金があるが，今

回はそれらをまとめた料金を既存の事業者へのヒアリン

グ等に基づいて設定した．

  

○ダイレクト輸送

陸送時間
通関＋積み
時間

本船待
時間

本船海上輸送時間時間Ｔ

陸送費用 港湾諸費用 本船海上輸送費用費用Ｃ

○海外フィーダー輸送

陸送時間
Ｆ船待
時間

Ｆ船海上輸送時間時間Ｔ

陸送費用 港湾諸費用 Ｆ船海上輸送費用費用Ｃ

トランシップ
時間

本船海上輸送時間

トランシップ
費用

本船海上輸送費用

○内航フィーダー輸送

陸送時間
Ｆ船待
時間

Ｆ船海上輸送
時間

時間Ｔ

陸送費用 港湾諸費用①
Ｆ船海上輸送

費用
費用Ｃ

本船海上輸送時間

本船海上輸送費用

積み
時間

本船待
時間

通関＋積み
時間

卸し＋通関
＋積み時間

港湾諸費用②

 

（Ｆ船は海外及び内航フィーダー船） 

 

図-7 時間・費用の各種設定項目概要

  

表-1 各種設定項目 

項目 対象船舶 対象航路 設定内容 参考文献

費

用

陸上輸送費用 全航路 20FTコンテナの料金．高速道路利用率も考慮 文献(7

海上輸送費用

外航船 北米・欧州 北米4000TEU・欧州6000TEU型コンテナ船の輸送費用 文献(7

外航船 台湾・東南アジア1000TEUコンテナ船の輸送費用 文献(7

外航船 中国・韓国 500TEUコンテナ船舶の輸送費用 文献(7

内航船 全航路 1000DWTコンテナ船の輸送費用 文献(7

港湾諸費用
外航船 全航路 入港料・トン税・パイロット料・タグボート料・エスコート

料・綱取り料・その他船舶経費

業者ヒアリング等

から設定内航船 全航路

時

間

陸上輸送時間 全航路 一般道路34.3km/h,高速道路74.5km/hで算出 文献(7

海上輸送時間

外航船 北米・欧州 4000TEU・6000TEUコンテナ船速度で算出 文献(7

外航船 台湾・東南アジア1000TEU船コンテナ船速度で算出 文献(7

外航船 中国・韓国 500TEUコンテナ船速度で算出 文献(7

内航船 全航路 1000DWTコンテナ船速度で算出 文献(7

港湾諸時間
外航船 全航路

通関手続き・荷役時間（一律輸出入48hr） 文献(9

海外でのトランシップに係る総時間（一律24hr） 文献(7

内航船 全航路 RORO船・フェリー・コンテナ船の平均時間(1.5hr) 文献(7

船舶待ち時間
外航船 全航路

航路便数に基づいた平均待ち時間
文献(10,(11

内航船 全航路 文献(13,(14
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4.  時間価値の推計 

 

 本章では前章までの設定条件や基礎データに基づいて，

アジア航路及び北米・欧州の基幹航路について，コンテナ

貨物の時間価値の試算，検討を行う．アジア航路，基幹航

路の対象国の設定や国内各港への航路の就航度合によっ

てルート設定を変更しているため，それらの詳細について

説明を行うとともに，時間価値の試算結果を示す．また，

時間価値の試算結果を用いた貨物量の推計結果やコンテ

ナ貨物流動調査のトン当たりの申告単価等と試算した時

間価値推計結果について考察を行う． 

 

4.1 アジア航路貨物について 

(1)ルート及び対象国の設定 

前章でルート設定についての概要を説明した．分析では

アジア航路及び基幹航路でルート設定の考え方を変えて

いるため，アジア航路のルート設定についてここで記述す

る．アジア航路については，近年の経済発展の影響などに

よる貨物増が著しく，日本全国に中国，韓国航路をはじめ

とするアジア航路が就航している．平成 20 年のコンテナ

貨物流動調査では，今回のアジア航路の対象国全体のダイ

レクト貨物の割合は 92%以上であった．このため，アジア

航路貨物については，輸出の場合は，生産地→陸送→国内

港湾→海上輸送→消費地のルートを採る貨物を時間価値

の推計対象貨物として用いることとし，内航フィーダーさ

れてアジアの対象国に輸出入される貨物やアジアの他港

でトランシップされて消費地に輸出される貨物は時間価

値の推計対象外とした． 

また，対象国については，貿易統計より，我が国とのコ

ンテナ貨物の輸出入額を算出し，およそ上位 10 位以内の

国を対象の目安とし，アジアでは，中国，韓国，タイ，台

湾の輸出入貨物を推計対象貨物とした(表-2)．2008 年の

我が国の海上コンテナ貿易額では，中国の貨物が 29.8%と

ほぼ 3 割を占めており，上記の 4 ヵ国の合計のシェアは

48.4%と我が国の全海上コンテナ輸出入額のほぼ半分を占

める割合となる．また，代表港の設定で，中国については，

南北に長く，代表港を 1港に設定して計算すると，犠牲量

の誤差が大きくなる貨物が多くなることが想定されたた

め，今回は北，中，南と中国を 3分割して，それぞれ大連

港，上海港，香港港を代表港に設定し，所要時間，費用等

の犠牲量を設定した． 

時間価値分布の推計においては，対象国それぞれについ

て，計算しているが，1国のみではルートのバリエーショ

ンも少なくなることから，交点数が少なくなり，推計精度

が低くなってしまうものもあったため，今回は対象国毎に

分割して算出した交点をアジア全域でまとめた上で，回帰

分析により時間価値分布を求めることとした．対象国及び

中国を分割して求められたそれぞれの回帰結果は，付録図

-A.1～A.6に添付した． 

 

表-2 アジア対象国設定概要 

航路 国名
貨物額（H20)
シェア

内訳 代表港

ア
ジ
ア

中国 32.39%

北 大連港

中央 上海港

南 香港港

韓国 5.85% － 釜山港

台湾 4.82% － 高雄港

タイ 5.38% － レムチャバン港  
 

これまでの設定でアジア航路の輸出の場合のルート候

補を整理すると，国内の生産消費地は県単位で計算するた

め 1 都道府県あたりでは，経由港国内 35 港（中枢 4，中

核 8，地方 23）×消費地 6カ国（中国 3，韓国，タイ，台

湾）=210 ルート(表-3)を，全都道府県では 210 ルート×

47 都道府県=9,870 ルートとなる． 

なお，1都道府県あたり 210 の設定ルートで実際の貨物

輸送実績のあるルートについては，平成 20 年のコンテナ

貨物流動調査の集計結果では，例えば東京都を生産地とす

る輸出貨物については 12 ルート，広島県を生産地とする

輸出貨物については，17 ルートなどとなっている． 

 

表-3 各県からのルート候補数 

発地 1stポート 着地 ルート数

生産県

↑

（
陸
送
）

◎中枢 4 ⇒

中国３，韓国，
タイ，台湾

24

○中核 8 ⇒ 48

○地方 23 ⇒ 138

合計 210  
 

(2)時間価値の試算結果 

 上記設定に基づいて，アジア航路の海上コンテナ貨物の

試算を行った結果を以下に示す． 

 

a)輸出貨物の時間価値推計 

 まず，輸出貨物について犠牲量より求められた境界時間

価値の値とルートの貨物量の比率から求められた標準正

規累積分布関数の逆関数の値をアジア 6 地域合わせてプ

ロットし，直線回帰した結果は図-8 のとおりとなる． 
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図-8 アジア航路（輸出）の推計結果 

交点の数は 254，決定係数は 0.484，標準正規分布の平

均μは 7.37，標準偏差 1.91 となった． 

時間価値の推計において，できるだけ精度の高い推計を

行うためには十分な交点数を確保する必要がある．今回の

計算では，254 とある程度の交点数を用いて推計すること

ができた．また，関数の相関の度合いを表す決定係数も

0.48 と一般に相関関係の目安とされる 0.5 に近い値で推

計することができた． 

b)輸入貨物の時間価値推計 

次に輸入貨物について同様に推計結果を図-9 に示す． 

交点の数は 268，決定係数は 0.494，標準正規分布の平

均μは 7.12，標準偏差 1.90 となった． 

アジア航路の輸入貨物では，交点数が 268 と輸出貨物よ

りさらに多い交点数で推計を行うことができた．また，関

数の相関の度合いを表す決定係数も 0.49 とおおむね良好

な相関関係を得ることができた． 

c)アジア航路の時間価値推計まとめ 

アジア航路の輸出入貨物の時間価値推計の試算結果を

表-4 にまとめて示す．また，この推計結果から求められ

た時間価値分布の確率密度関数は図-10 のとおりである． 

これらの数値から求められる平均時間価値（中央値）の

試算結果は輸出 1,590 円/h・TEU，輸入 1,233 円/h・TEU

となった． 
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図-9 アジア航路（輸入）の推計結果 

表-4 アジア航路時間価値試算結果 

アジア航路

輸出 輸入
平均 μ 7.37 7.12

標準偏差 σ 1.91 1.90

決定係数 Ｒ２ 0.48 0.49

データ数 254 268

平均時間価値（中央値）
（円／h・TEU）

α 1,590 1,233
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図-10 アジア航路の時間価値の確率密度関数  

 

4.2 基幹航路貨物について 

 

(1)ルート及び対象国の設定 

基幹航路については，国内に航路が就航している港湾も

アジアに比べて限定的であり，便数も限られているため，

その貨物は，３大湾や北部九州を中心とする大港湾やこれ

らの補完的な役割を担う中核国国際港湾，外航フィーダー

輸送によりアジアの主要港湾へ運ばれ，海外でのトランシ

ップを経て目的地である北米や欧州に到達する場合も多

い． 

このため，基幹航路の時間価値推計においては，アジア

航路で行ったダイレクト輸送ルートの他に，内航フィーダ

により，中枢国際港湾・中核国際港湾を経て，目的地に到

達するルート，外航フィーダーにより，アジア諸港でのト

ランシップを経て，目的地に到達するルートも考慮するこ

ととした．ルートの全体概要は表-5 のとおり． 

ここで，パターン 1のダイレクトは国内に主に基幹航路

が就航する，中枢国際港湾及び中核国際港湾を対象に国内

の各生産県から，陸送により当該港湾まで輸送された後に，

直接目的地である北米や欧州に輸送されるルートで,ルー

ト候補数は中核・中枢国際港湾数の 4+8=12 ルートとなる． 

また，パターン 2の海外Ｆは海外へフィーダー輸送され，

そこでのトランシップを経て，目的地に輸送される貨物で

あり，アジア航路は，地方の港湾にも数多く就航している

ため，中枢・中核国際港湾以外の地方各県に設定したその

他の港湾 23 港を加えた．また，トランシップされるアジ

ア諸港としては，前章で記述したとおり，釜山港，香港港，
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高雄港，シンガポール港の 4港を設定した．ルート候補数

は中核・中枢国際港湾及び地方の港から，海外のトランシ

ップ4港を経由するため，(4+8+23)×4=140ルートとなる． 

最後にパターン 3の内航フィーダー輸送により，国内の

中核・中枢国際港湾を経由して，目的地に到達するルート

は①中枢から他の中枢，②中核から中枢，③地方から中枢，

④中枢から中核，⑤中核から他の中核，⑥地方から中核，

を経由して目的地に到達するルートを設定し，それぞれ①

4×3，②8×4，③23×4，④4×8，⑤8×7，⑥23×8 の合

計 408 ルートとなる． 

表-5 基幹航路のルート候補数（輸出の場合） 

パターン 発地 1stポート 2ndポート ルート数

1 ダイレクト

生
産
県

↑

（
陸
送
）

◎中枢 4 ⇒ 4

○中核 8 ⇒ 8

2 海外Ｆ

◎中枢 4 ⇒ ●国外 4 ⇒ 16

○中核 8 ⇒ ●国外 4 ⇒ 32

○地方 23 ⇒ ●国外 4 ⇒ 92

3 内航Ｆ

◎中枢 4 →（内Ｆ） ◎中枢 3 ⇒ 12

○中核 8 →（内Ｆ） ◎中枢 4 ⇒ 32

○地方 23 →（内Ｆ） ◎中枢 4 ⇒ 92

◎中枢 4 →（内Ｆ） ○中核 8 ⇒ 32

○中核 8 →（内Ｆ） ○中核 7 ⇒ 56

○地方 23 →（内Ｆ） ○中核 8 ⇒ 184

合計 → 560  

また，対象国については，アジア航路と同様に貿易統計

より，我が国とのコンテナ貨物の輸出入額を算出し，上位

の国を対象国の目安とした．北米はアメリカ合衆国が我が

国との2008年海上コンテナ貿易額が13.9%で中国に続く2

位となっており，一定の貨物量があるが，欧州については

10 位以内の国はドイツとオランダのみでシェアもそれぞ

れ 3.2%,2.5%と両者合わせても 6%程度と少ない．貨物量が

少ない場合は，発地から着地に至る設定ルートのうち，実

績貨物の経由ルートのバリエーションが限られてしまい，

ルートの犠牲量の交点である境界時間価値の数も限られ

てしまうため，推計結果の精度が悪くなることが予想され

る．このため，欧州の対象国の範囲をさらに広げ，11 位

のフランス(海上コンテナ貿易額シェア1.7%)と13位のイ

ギリス（同 1.6%）を加えて，4 カ国の合計シェア 9.0%の

貨物を対象に時間価値の試算を行うこととした(表-6)．  

以上より，ルート候補を整理すると 560 ルート×47 都

道府県×2（北米・欧州）地域=52,640 ルートとなる． 

なお，1都道府県あたり北米への 560 の設定ルートで実

際の貨物輸送実績のあるルートについては，平成 20 年の

コンテナ貨物流動調査の集計結果では，例えば東京都を生

産地とする輸出貨物については 15 ルート，広島県生産の

輸出貨物についても同様の 15 ルートなどとなっている． 

また，基幹航路の場合もアジア航路の場合と同様の理由

で北米と欧州の 2地域それぞれについて，分割計算した結

果を，時間価値推計の際には統合した結果で回帰分析し，

時間価値分布を求めている．北米・欧州それぞれの回帰結

果は付録図-A.7,A.8参照． 

表-6 基幹航路対象国設定概要 

航路 国名
貨物額(H20)
シェア

内訳 代表港

基
幹

北米 13.88% アメリカ合衆国 ロサンゼルス港

欧州 8.99%
ドイツ，オランダ，
フランス，イギリス

ハンブルク港

 

(2)時間価値の試算結果 

 上記設定に基づいて，基幹航路のコンテナ貨物の試算を

行った結果を以下に示す． 

 

a)輸出貨物の時間価値推計 

 まず，基幹航路の輸出貨物について各ルートの犠牲量よ

り求められた境界時間価値の値とルートの貨物量の比率

から求められた標準正規累積分布関数の逆関数の値をプ

ロットし，直線回帰した結果は図-11 のとおりとなる． 
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図-11 基幹航路（輸出）の推計結果 

 

交点の数は 96，決定係数は 0.528，標準正規分布の平均

μは 7.67，標準偏差 1.85 となった． 

今回の計算では，アジア航路に比べて交点数は 96 と少

なくなったが，決定係数の値は 0.528 とアジア航路より高

い相関で推計することができた． 

 

b)輸入貨物の時間価値推計 

次に輸入貨物について同様に推計結果を図-12 に示す． 

交点の数は 110，決定係数は 0.44，標準正規分布の平均μ

は 7.58，標準偏差 2.29 となった． 

基幹航路の輸入貨物の交点は輸出貨物のそれよりは多

くなったものの，決定係数は 0.44 とやや低い相関となっ

た． 

 

c)基幹航路の時間価値推計まとめ 

基幹航路の輸出入貨物の時間価値推計の試算結果を表

-7 にまとめて示す．また，この推計結果から求められた

時間価値分布の確率密度関数は図-13 のとおりである． 
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図-12 基幹航路（輸入）の推計結果 

また，これらの数値から求められる平均時間価値（中央

値）の試算結果は輸出2,146円/h・TEU，輸入1,963円/h・

TEUとなった． 

表-7 基幹航路時間価値試算結果 

基幹航路
輸出 輸入

平均 μ 7.67 7.58
標準偏差 σ 1.85 2.29

決定係数 Ｒ２ 0.53 0.44

データ数 96 110

平均時間価値（中央値）
（円／h・TEU）

α 2,146 1,963
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図-13 基幹航路の時間価値の確率密度関数 

 

4.3 結果の考察 

(1)現状の取扱貨物の再現性の確認 

以下では，今回算出された時間価値について検討を行

う．まず，推計された時間価値分布を用いて，取扱貨物

の再現性の確認を行う．具体的には，平成20年の各都道

府県の生産消費貨物を各ルートの犠牲量から求められ

た犠牲量最小ルート及び今回試算した時間価値分布に

によって判明する貨物比から貨物を再度割り振り，実績

値と比較することで貨物の現状再現性を確認する．（ア

ジア航路，基幹航路のそれぞれの対象地域を分割推計し

た（統合前）貨物量と実績貨物量の比較は図-B.1～B.16

参照．） 

a)アジア航路の取扱貨物の再現 

アジア航路については，国内とアジア諸地域のルート

は，設定した35港からのダイレクト貨物のルートを仮定

したので，例えば輸出の場合，時間価値分布の推計結果

から再割り振りされた貨物について各港で全都道府県

分合計したものを推計値とする． 

また，基幹航路については，アジア航路では仮定しな

かった海外へのフィーダー輸送や内航フィーダー輸送

も設定ルートに加えているため，例えば，輸出の場合，

最終的に本船に積まれる時の港湾である2ndポートの貨

物を全都道府県分集計し，推計値とした． 

図 -14,15にアジア航路の推計貨物と実績貨物の比較

結果を示す． 

まず，輸出貨物については地方港も含めて少ない貨物

の取り扱い港湾も含めておおむね再現できている．一方

で，３大湾では，実績値では主に伊勢湾で取り扱われる

貨物が，推計結果では大阪湾へ，東京湾で扱われる貨物

が清水港などに流れる傾向が見られた．一点目について

は，県や湾の代表港のサービス水準の設定にあたり，周

辺港のサービスも考慮して設定しており，今回の場合，

大阪湾は伊勢湾より，平均待ち時間が実際より過小に見

積もられている可能性が高いことが原因と考えられる．

二点目については，東京湾の代表地点は東京港であるが，

実際には，静岡県に近い，横浜港や川崎港などへ搬送さ

れ輸出入される貨物を東京港に設定したことなどの代

表港の設定詳細化が不足していたことが原因の一つと

考えられる． 

輸入についても貨物量は輸出とは大きく異なるもの

の，実績値と推計値との貨物の乖離幅等の傾向は同様で

あった． 

 

b)基幹航路の取扱貨物の再現 

次に基幹航路の貨物集計は，前述のとおり，今回の設定

で 2nd ポートである中枢・中核国際港湾 4+8 港と海外のト

ランシップ港である 4港で行った． 

輸出貨物については国内の貨物は大阪湾，清水港で実績

値との乖離が大きくなっているが，その他の港湾の貨物量

再現性は良い．海外の諸港についても香港港，シンガポー

ル港以外は一定の再現性を確保できた(図-16,17)．  

輸入貨物では国内の諸港の貨物はある程度再現されて

いるが，高雄港を除く海外の 4港湾の再現性は思わしくな

く，貨物量の多い釜山港は実績貨物の半分以下となった． 

基幹航路の貨物の時間価値推計では，アジア航路のケー

スからルートパターンを増加させているが，海外諸港の取

扱量が全体的に過小推計されており，海外港湾の料金設定，

航路便数等のより一層の精度向上が必要と思われる．
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図-14， 15 アジア航路の実績・推計貨物比較 
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図-16,17 基幹航路の実績・推計貨物比較 
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c)内航フィーダー貨物量の再現性 

ここでは，貨物量の再現についてさらに詳細に検討する

ため，北米発着貨物のうち内航フィーダー輸送される貨物

量の再現性の検討を行った． 

内航フィーダー貨物の再現性の検討では基幹航路の貨物

の中でも，北米航路貨物を対象とした．ここで，貨物集計

した港湾は，例えば輸出の場合は，内航フィーダー貨物を

受け入れる移入側の港湾（2nd ポート），輸入の場合は，

その逆に内航フィーダー貨物を国内の港湾へ移出する側の

港湾である． 

実績及び推計結果は以下の図-18,19 のとおり．輸出入

貨物ともに再現性は良くない．特に輸出貨物の内航フィー

ダー貨物については，東京湾を経由する貨物があることは

再現されているが量に関しては乖離が大きい．また，輸入

貨物についても東京湾，大阪湾の推計貨物の実績値との乖

離は輸出より小さくはなったが，北部九州や苫小牧港など，

実績値ではほとんど現われていない貨物量が推計されるな

ど，再現性が良いとは言い難い．北米貨物全体に占める内

航フィーダーを経由する貨物のシェアは約 5%であるため，

全体の取扱貨物量には大きな影響は与えない貨物ではある

ものの，計算にあたり設定した費用や時間などの詳細化，

精緻化をさらに進めることによる再現性向上の検討をさら

に進める必要がある． 
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図-18 内航フィーダー貨物量（北米輸出） 
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図 -19 内航フィーダー貨物量（北米輸入） 

(2)コンテナ貨物流動調査の申告単価，以前の時間価値

推計結果との比較・検討 

 平成10,15,20年におけるコンテナ貨物流動調査で調査

されている貨物の単位重量あたりの申告価格は，表-8，

図-20，今回試算した時間価値及び過去の推計結果を含め

た推移は表-9，図-21のとおり．（ただし，コンテナ貨

物流動調査の航路設定と今回の時間価値の試算における

航路設定は同一ではない．コンテナ貨物流動調査の対象航

路は近海航路（中国，韓国，台湾など）及び東南アジア航

路（ASEAN諸国，南アジアなど）８)．時間価値推計の航路

設定は前述のとおり．） 

表-8 単位重量当たりの申告価格 

（コンテナ貨物流動調査） 

（円／フレートトン）  

 

 

 

 

平成10年 平成15年 平成20年

アジア
輸出 251 245 325 

輸入 174 133 185 

基幹
輸出 424 403 403 

輸入 246 183 242 
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図-20 コンテナ貨物流動調査の申告単価推移 

表-9 時間価値推計結果 

（円／ TEU・時間）  

 

 

 

 

 

平成10年 平成15年 平成20年

アジア
輸出 1,640 1,284 1,590

輸入 1,247 812 1,233

基幹
輸出 2,471 2,405 2,146

輸入 2,041 1,309 1,963
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図-21 推計時間価値の比較 
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まず，経年推移の傾向については，コンテナ貨物流動調

査の申告単価の経年推移は，平成10年から15年にかけて一

旦落ち込んだ単価が平成20年には再度上昇に転じＶ字型

に推移をしているが，基幹航路の輸出貨物だけは僅かに減

少となっている． 

時間価値推計についてみてみると，推移のＶ字型傾向は

コンテナ貨物流動調査の申告単価と同様となり，基幹航路

の輸出についてもそれのみが微減となるなど，コンテナ貨

物流動調査の申告単価との比較ではおおよそ一致してい

る．一方で，アジア航路の輸出については，コンテナ貨物

流動調査の申告単価は大きく上昇しているが，時間価値で

は，ほぼ平成10年のレベルとなっているなど，一部に乖離

も見られる． 

また，試算された時間価値の値についてであるが，アジ

ア航路の輸出が約1,600円/h・TEU，輸入が約1,200円/h・

TEU，基幹航路の輸出が約2,100円/h・TEU，輸入が約2,000

円/h・TEUとなり，基幹航路の輸出がおよそ300円/h・TEU

程度低下した以外はほぼ平成10年のものと同水準となっ

た． 

 今回の時間価値は，ルート設定で説明したとおり，基幹

航路については，トランシップ貨物も含めた貨物を時間価

値推計の対象貨物としているが，アジア航路についてはダ

イレクト貨物のみとした．一方で筆者らが行った6)コンテ

ナ貨物流動調査に基づいた直送貨物と非直送貨物別の単

価比較では，輸出入別でも航路別でもすべての場合におい

て，直送貨物の単価が高くなっており，貨物の時間価値推

計の方法として，時間経過による金利を利用する機会費用

法などの手法もあることを考慮すると両者に高い相関関

係があることが推測される（図-22）．貨物量シェアが

少なかったことから，今回はアジア航路の時間価値推計対

象貨物からトランシップ貨物を除いたが，このことを考慮

すると，多少アジア貨物の時間価値の試算結果が大きめに

見積もられていることも予想される． 

 

 

 

 

 

 

 

 （千円/トン）

直送 非直送 全体
全貨物 202 178 198
　対北米 216 129 201
　対欧州 297 239 283
　対中国 180 113 177
全貨物 379 215 341
　対北米 443 288 427
　対欧州 414 268 378
　対中国 352 134 338

輸出

輸入

 

図 -22 直送貨物と非直送貨物のコンテナ貨物 

単価（平成20年） 6) 

 

5. おわりに 

 

本分析では，費用対便益分析や港湾の取扱貨物量推計な

どの際にも用いられているコンテナ貨物の時間価値につ

いて，最新のコンテナ貨物データを用いてコンテナ船の便

数，船型などを考慮した犠牲量モデルにより，推計値を算

出することができた． 

ただし，推計結果については，貨物の再現性やコンテナ

貨物流動調査の申告単価，以前の時間価値の推計結果など

との比較により概ね良好な結果が得られたものの，一部に

再現性の悪い部分も見られた． 

原因としては，以下のことが考えられる．まず，犠牲量

設定の際の費用や時間設定の基となる各種料金や時間は

推測に基づく要素も多く含まれており，現実を忠実に反映

しているものとは言い難いこと．また，今回のモデルにお

いて設定した代表点と代表港が実際の生産消費地と港湾

の距離と乖離しており，選択ルートに影響していること，

犠牲量モデルで考慮している費用・時間以外の要素がルー

ト決定の要素に無視できない程度に寄与している場合な

どが考えられる． 

一点目の時間等の設定の基礎資料については，確実な資

料に基づいて行うことは困難であるが，さらに幅広い詳細

な調査により，実態に近いモデルとすることが可能である

と思われる．二点目については，今回はモデルの簡潔さや

作業の煩雑さを考慮して簡略化したが，より細かな距離や

時間の設定により，精度向上を図ることが可能と思われる．

最後の点については，例えば費用が高く，所要時間の長い

ルートを選択した貨物が実際にあった場合は，総犠牲量が

全ルートの中で最小となる時間価値が存在しないことと

なるため，交点に表れず，実績貨物も推計に利用されない

こととなり，設定の変更や犠牲量モデルの精緻化によって

表現できないこととなる．このため，本モデルで精緻化を

図ることのできる事項を検討・峻別しつつ，今後のモデル

改善を図ることが必要であると思われる． 

 

（2010 年 2 月 15 日受付） 
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図-A.1 中国（北）輸出（左）輸入（右）の時間価値分布の推計結果 
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図-A.2 中国（中）輸出（左）輸入（右）の時間価値分布の推計結果 
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図-A.3 中国（南）輸出（左）輸入（右）の時間価値分布の推計結果 
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図-A.4 韓国輸出（左）輸入（右）の時間価値分布の推計結果 
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図-A.5 台湾輸出（左）輸入（右）の時間価値分布の推計結果 
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図-A.6 タイ輸出（左）輸入（右）の時間価値分布の推計結果 
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図-A.7 北米輸出（左）輸入（右）の時間価値分布の推計結果  
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図-A.8 欧州輸出（左）輸入（右）の時間価値分布の推計結果  
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図-B.1 中国（北）輸出の貨物量推計結果と実績比較 
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図-B.2 中国（北）輸入の貨物量推計結果と実績比較  
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図-B.3 中国（中）輸出の貨物量推計結果と実績比較  

 

 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

東
京
湾

伊
勢
湾

大
阪
湾

北
部
九
州

苫
小
牧
港

仙
台
塩
釜
港

茨
城
港

新
潟
港

清
水
港

広
島
港

志
布
志
港

那
覇
港

八
戸
港

大
船
渡
港

秋
田
港

酒
田
港

小
名
浜
港

伏
木
富
山
港

金
沢
港

敦
賀
港

舞
鶴
港

境
港
港

和
歌
山
下
津
港

浜
田
港

水
島
港

徳
山
下
松
港

小
松
島
港

高
松
港

今
治
港

高
知
港

伊
万
里
港

長
崎
港

熊
本
港

大
分
港

細
島
港

ト
ン
／
月

実績値

推計値

 
図-B.4 中国（中）輸入の貨物量推計結果と実績比較  
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図-B.5 中国（南）輸出の貨物量推計結果と実績比較 
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図-B.6 中国（南）輸入の貨物量推計結果と実績比較 
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図-B.7 韓国輸出の貨物量推計結果と実績比較 
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図-B.8 韓国輸入の貨物量推計結果と実績比較 
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図-B.9 台湾輸出の貨物量推計結果と実績比較 
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図-B.10 台湾輸入の貨物量推計結果と実績比較 
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図-B.11 タイ輸出の貨物量推計結果と実績比較 
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図-B.12 タイ輸入の貨物量推計結果と実績比較 
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図-B.13 北米輸出の貨物量推計結果と実績比較 
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図-B.14 北米輸入の貨物量推計結果と実績比較  
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図-B.15 欧州輸出の貨物量推計結果と実績比較  
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図-B.16 欧州輸入の貨物量推計結果と実績比較  

 


